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○西之表市雇用機会拡充事業補助金交付要綱 

令和２年10月１日告示第151号 

西之表市雇用機会拡充事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内における雇用の機会を拡充し、定住、定着、移住の促進を図るため、予

算の定めるところにより、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金交付要綱（平成29年府海事

第７号）及び特定有人国境離島地域社会維持推進交付金事業実施要領（平成29年府海事第７号）

に基づき、雇用の増加に直接寄与する創業又は事業拡大を行う民間事業者等に対し、西之表市雇

用機会拡充事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、

西之表市補助金等交付規則（平成14年西之表市規則第11号）に定めるもののほか、この要綱の定

めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 創業 個人事業の開業若しくは会社等の設立を行うこと又は既に事業を営んでいる者から

事業を引き継いで新たに事業を開始することをいう。 

(２) 事業拡大 既に事業を営んでいる者が、生産能力の拡大、商品・サービスの付加価値向上

等を図るために雇用拡大、設備投資等を行うことをいう。 

(３) 雇用 １週間の所定労働時間が20時間以上である従業員の継続的な雇用をいう。 

(４) 付加価値額 営業利益、人件費及び減価償却費の合計をいう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、第１号から第３号までのいずれかに該当し、か

つ、第４号から第８号までのいずれにも該当するものとする。 

(１) 市内に居住して創業する者（事業を承継する者を含む。） 

(２) 市内の事業所において事業拡大を行う者 

(３) 主として市内の商品、サービス等の販売を目的として市外の地域において創業する者 

(４) 対価を得て事業を営む個人事業者又は法人事業者であること。 

(５) 訴訟や法令順守上の問題を抱える者でないこと。 

(６) 西之表市暴力団排除条例（平成24年西之表市条例第25号）第２条第１号又は第２号に該当

しない者であること。 

(７) 公的資金の交付先として、社会通念上適切と認められる者であること。 
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(８) 市税等を滞納していない者であること。 

（交付対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次の要件を全て満

たすものとする。 

(１) 次のいずれかの要件を満たす雇用創出効果が見込まれる創業又は事業拡大であること。 

ア 交付対象事業の初年度に交付決定された日からおおむね３年又は計画期間が終了する日の

いずれか遅い日までに、従業員を新たに雇用し、補助金による助成終了後においても雇用が

継続又は拡大する成長性が見込まれる事業 

イ 売上高又は付加価値額の増加を伴う事業拡大であって、計画期間内にその事業拡大のため

に従業員を雇用し、補助金による助成終了後においても雇用が継続又は拡大すると認められ

る事業 

ウ 計画期間内に当該事業者と直接取引のある本市の産品若しくはサービスの生産者の売上高

又は付加価値額の増加及び従業員の雇用に寄与し、補助金による助成終了後においても雇用

が継続又は拡大するものと見込まれる事業 

(２) 計画期間終了後においても売上高又は付加価値額の増加が図られる蓋然性が高い事業性を

有する者であること。 

(３) 創業又は事業拡大に要する事業資金について、自己資金又は金融機関からの資金調達が十

分に見込まれること。 

（雇用に関する要件） 

第５条 この補助金における雇用に関する要件は、次のとおりとする。 

(１) 計画期間中に従業員を常用雇用し、計画期間終了後もその雇用を継続すること。 

(２) 創業の場合において、市内に居住して創業するときは、自らを雇用したとみなすことがで

きること。 

(３) 事業採択日より前に雇用した従業員は、新たに雇用した者に該当しないこと。 

(４) 雇用した者が退職、解雇等となった場合については、30日以内に別の者を雇用しなければ

ならないこと。 

(５) 雇用した者を直ちに解雇、雇い止め等する事業計画の場合は、補助金の交付対象としない

こと。 

（交付対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、交付対象事業に要
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する経費であって、別表第１に掲げるもののうち、実施期間内に契約、取得及び支払が完了した

ものとする。ただし、国等による他の補助事業等の対象となっている経費を除く。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、交付対象経費の４分の３以内の額（その額に1,000円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てた額）とする。 

２ 補助金の上限額は、次の表のとおりとする。 

区分 補助金の上限額 

創業 450万円

事業拡大 1,200万円

事業拡大（設備費及び改修費を経費に計上しないもの） 900万円

（交付対象事業の募集） 

第８条 市長は、期間を定めて交付対象事業の募集をするものとする。 

２ 市長は、交付対象事業の募集に当たっては、公募要領を定めて公表するものとする。 

（交付対象事業の申請） 

第９条 交付対象事業の申請をしようとする個人事業者又は法人事業者は、西之表市雇用機会拡充

事業採択申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(１) 雇用機会拡充事業計画書（別記第２号様式） 

(２) 雇用機会拡充事業収支予算書（別記第３号様式） 

(３) その他市長が必要と認める書類として別表第２に掲げる書類 

２ 地域社会の維持のため特に重要な事業であると市長が認める場合は、事業計画期間を最長で５

年間とすることができる。 

（審査） 

第10条 市長は、前条第１項の規定による申請があった場合は、その審査をするに当たり、広く有

識者等から意見、助言等を求めるため、西之表市雇用機会拡充事業補助金審査会（以下「審査会」

という。）を置く。 

２ 審査会は、審査終了後速やかに審査結果を市長に報告する。 

（交付対象事業の採択等） 

第11条 市長は、前条の審査結果を受け、交付対象事業の採択の可否を決定したときは、西之表市

雇用機会拡充事業採択通知書（別記第４号様式）又は西之表市雇用機会拡充事業不採択通知書（別
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記第５号様式）により、当該事業の申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第12条 前条の規定により市長が適当と認めた個人事業者又は法人事業者で、補助金の交付を受け

ようとする者（以下「申請者」という。）は、西之表市雇用機会拡充事業補助金交付申請書（別

記第６号様式）に必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、申請時に仕入れに係る消費税相当額（交付対象経費に含まれる消費税等相当額のう

ち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する消費税率を乗じて得た金額との合

計額に補助率を付して得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合は、

これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において仕入れに係る消費税相当額が

明らかでないときは、この限りでない。 

（補助金の交付決定等） 

第13条 市長は、前条に規定する申請書の提出があった場合において、当該申請書の内容の審査を

行った上で、補助金を交付することが適当と認めたときは、西之表市雇用機会拡充事業補助金交

付決定通知書（別記第７号様式）により申請者に通知する。 

（変更等の申請） 

第14条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、交付

決定後、次のいずれかに該当する場合には、西之表市雇用機会拡充事業変更・中止（廃止）承認

申請書（別記第８号様式）により申請しなければならない。 

(１) 事業内容の変更（軽微な変更を除く。）を行おうとする場合 

(２) 事業を中止又は廃止しようとする場合 

(３) 事業計画期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査の上、西之表市雇用機会拡充

事業変更・中止（廃止）決定通知書（別記第９号様式）により交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第15条 交付決定者は事業が完了したときは、事業が完了した日（事業の廃止の承認を受けた日を

含む。）から起算して30日以内又は交付の決定を受けた日の属する年の翌年の３月10日のいずれ

か早い日までに西之表市雇用機会拡充事業補助金実績報告書（別記第10号様式）に次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、特別の事由があると認められる場合は、当

該会計年度内につき、協議の上、期間を延長することができる。 
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(１) 西之表市雇用機会拡充事業補助金事業実績書（別記第11号様式） 

(２) 西之表市雇用機会拡充事業補助金収支精算書（別記第12号様式） 

(３) 取得財産等管理台帳（別記第13号様式）の写し（交付対象事業により取得し、又は効用の

増加した財産（以下「取得財産等」という。）がある場合に限る。） 

(４) その他市長が必要と認める書類 

２ 第12条第２項ただし書の規定により交付の申請をした交付決定者は、前項の規定による報告を

行う場合において、仕入れに係る消費税等相当額が明らかになったときは、その金額を補助金の

額から減額して報告しなければならない。 

３ 前２項に定めるもののほか、交付決定者は、申請年度を初年度とする３年間の事業実施状況に

ついて、毎年３月末日までに西之表市雇用機会拡充事業実施報告書（別記第14号様式）により、

継続して市長に報告しなければならない。 

（補助金の額の確定及び交付） 

第16条 市長は、前条第１項及び第２項の規定による報告を受けたときは、これを審査及び必要に

応じて行う現地調査等により検査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

西之表市雇用機会拡充事業補助金交付確定通知書（別記第15号様式）により、交付決定者に通知

する。 

２ 交付決定者は、前項の規定により通知を受けた場合は、請求書（別記第16号様式）を速やかに

市長に提出するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による請求を受けた場合は、速やかに補助金を交付するものとする。 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第17条 交付決定者は、事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等

仕入額控除税額が確定した場合には、雇用機会拡充事業補助金消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額報告書（別記第17号様式）により速やかに市長に報告しなければならない。この場合に

おいて、市長は、当該金額に係る補助金相当額の返還を請求するものとする。 

（補助金の経理） 

第18条 交付決定者は、補助金に係る経理について他の経理と明確に区分した帳簿を備え、その収

支の状況を明らかにしなければならない。 

２ 交付決定者は、前項の帳簿及び補助金に係る証拠書類を事業の完了の日の属する年度の終了後

５年間保存しなければならない。 

（産業財産権等に関する届出） 
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第19条 交付決定者は、事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権又は意匠権（以

下「産業財産権等」という。）を取得した場合又はこれらを譲渡し、若しくは実施権を設定した

場合には、速やかに西之表市雇用機会拡充事業補助金産業財産権等届出書（別記第18号様式）を

市長に提出しなければならない。 

（財産の管理等） 

第20条 交付決定者は、事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって取得財産等を管理し、

補助金の交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

２ 交付決定者は、取得財産等について財産等管理台帳を備え、管理しなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第21条 交付決定者は、取得財産等について、法令に定める期間内において、補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとすると

きは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 交付決定者は、前項の承認を受けようとするときは、あらかじめ西之表市雇用機会拡充事業補

助金財産処分等承認申請書（別記第19号様式）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、これを審査し、承認の適否を決定し

たときは、西之表市雇用機会拡充事業補助金財産処分等承認審査結果通知書（別記第20号様式）

により交付決定者に通知するものとする。 

４ 市長は、交付決定者が取得財産等を処分することにより収入があり、又は収入があると見込ま

れるときは、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。 

（補助金の収益納付） 

第22条 交付決定者は、事業実施中又は事業完了後一定期間内に、事業の成果に基づく産業財産権

等の譲渡、これらの実施権の設定その他出資により取得した持分に対する財産分配等により収益

があったときは、西之表市雇用機会拡充事業補助金収益状況報告書（別記第21号様式）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による報告書の提出があった場合は、これを審査し、相当の収益を生じた

と認定したときは、交付決定者に対して、既に交付した補助金の全部又は一部に相当する額を納

入させることができる。 

（報告及び調査） 

第23条 市長は、補助金の交付に関し必要があると認めるときは、交付決定者に報告を求め、又は

実地に調査することができる。 
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２ 交付決定者は、前項の規定による報告の求めがあった場合は、速やかに西之表市雇用機会拡充

事業補助金遂行状況報告書（別記第22号様式）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定により、交付決定者に報告を求め、又は実地調査を行った上で、事業の

遂行状況等が交付申請時の内容と著しく相違が見られる場合は、改善内容を明示して交付決定者

に指導を行うものとする。 

４ 市長は、事業完了後も、交付決定者における雇用の実態を調査することができる。 

５ 市長は、前項の規定による調査を行う場合は、第３項の規定を準用する。 

（雑則） 

第24条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年10月１日から施行する。 

別表第１（第６条関係） 

対象経費 経費内容 

設備費 次に掲げる経費。ただし、単なる老朽化設備若しくは施設の更新又は土地若

しくは建物の取得、新築、自家用車の購入その他個人若しくは法人の資産形

成につながる経費は対象外とする。 

(１) 創業又は事業拡大に必要な機械、装置、器具、その他の設備（以下「設

備等」という。）の設置費、購入費又は賃借料（設置又は据付工事を含む。） 

(２) 設備等を格納する簡易な倉庫、納屋等の工事費 

(３) 設備等の導入に伴って必要となる解体又は処分費用 

改修費 事業の用に供する建物及び建物附属設備（建物と住居等が明確に分かれてい

るものに限る。）の改修費。ただし、土地又は建物の取得、新築、自家用車

の購入その他個人又は法人の資産形成につながる経費は対象外とする。 

広告宣伝費 (１) 広告掲載費、ホームページ、パンフレット、ダイレクトメール製作・

配布・郵送費 

(２) 商品の販路拡大、プロモーション、マーケティング等の販売促進費（調

査費、出店料、外注費、専門家等への謝金、旅費等） 

店舗等借入費 創業又は事業拡大のために新たに借り入れる場合の事務所・事業所の賃料、

店舗（物販店舗、飲食店等）のテナント料（店舗と住居等が明確に分かれて
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いるものに限る。） 

人件費 次に掲げる経費（代表者、役員（創業者、雇用主等をいう。）及びその親族

（生計を一にする三親等以内の親族をいう。）に対するものを除く。） 

(１) 創業又は事業拡大に伴って新たに雇用する従業員の給与又は賃金。た

だし、１人当たり、常勤雇用の場合は月額35万円、非常勤雇用の場合は月

額20万円を上限とする。 

(２) 創業又は事業拡大に伴って新たに雇用するパート・アルバイトの賃金。

ただし、１人当たり、日額8,000円を上限とする。 

研究開発費 商品又はサービスの研究開発に係る経費（市場調査費、試作品の製作費、委

託・外注費、専門家等への謝金、旅費等） 

島外からの事業

所移転費 

島外から市内への事業所移転経費、従前の事業所の原状回復費その他移転に

係る諸経費 

従業員の教育訓

練経費 

従業員の資格取得（市内で取得できないもの）に係る経費又は研修若しくは

講習受講に係る経費。ただし、創業又は事業拡大に直接必要なものに限り、

求職者の人材育成に係る経費及び創業又は事業の拡大を伴わないものを除

く。 

別表第２（第９条関係） 

区分 必要書類 

創業 (１) 市税等を滞納していないことを証する書類 

(２) 積算明細書、見積書等の経費の詳細が確認できる書類 

(３) 住民票の写し 

(４) 店舗等借入れの場合又は建物若しくは附属設備の改修若しくは設

備の設置を行う場合は、予定する建物の位置図 

(５) 備品利用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(６) 車両運用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(７) 改修箇所の状況が確認できる写真（改修費を交付対象経費とする

場合に限る。） 

(８) 仕様書（改修費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(９) 研究開発計画書（研究開発費を交付対象経費とする場合に限る。）
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(10) 従業員の教育訓練の経費の内訳と計画（従業員の教育訓練経費を

交付対象経費とする場合に限る。） 

事業拡大 個人 (１) 住民票の写し 

(２) 市税等を滞納していないことを証する書類 

(３) 積算明細書、見積書等の経費の詳細が確認できる書類 

(４) 直近（２年分）の税務署受付印のある確定申告書一式の写し又は

電子申告の場合における申告書控え一式 

(５) 店舗等借入れの場合又は建物若しくは附属設備の改修若しくは設

備の設置を行う場合は、予定する建物の位置図 

(６) 備品利用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(７) 車両運用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(８) 改修箇所の状況が確認できる写真（改修費を交付対象経費とする

場合に限る。） 

(９) 仕様書（改修費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(10) 研究開発計画書（研究開発費を交付対象経費とする場合に限る。）

(11) 従業員の教育訓練の経費の内訳と計画（従業員の教育訓練経費を

交付対象経費とする場合に限る。） 

法人 (１) 市税等を滞納していないことを証する書類（法人分・代表者分） 

(２) 積算明細書、見積書等の経費の詳細が確認できる書類 

(３) 定款の写し 

(４) 履歴事項全部証明書 

(５) 直近（２年分）の貸借対照表及び損益計算書（特定非営利活動法

人等の場合は、事業報告書）の写し 

(６) 店舗等借入れの場合又は建物若しくは附属設備の改修若しくは設

備の設置を行う場合は、予定する建物の位置図 

(７) 雇用状況を証する雇用保険加入者一覧 

(８) 備品利用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(９) 車両運用計画書（設備費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(10) 改修箇所の状況が確認できる写真（改修費を交付対象経費とする
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場合に限る。） 

(11) 仕様書（改修費を交付対象経費とする場合に限る。） 

(12) 研究開発計画書（研究開発費を交付対象経費とする場合に限る。）

(13) 従業員の教育訓練の経費の内訳と計画（従業員の教育訓練経費を

交付対象経費とする場合に限る。） 

 


